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１．はじめに 

2014 年認知症サミットにおいて，日本国首相からの見直しが宣言され，7 本の施策から

なる「新オレンジプラン」（2015，厚労省）が発表された．認知症初期集中支援チームが

含まれる「容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供」は，施策成功のカギを握るも

のと考えられる．認知症の方や MCI などのその予備軍とされる方を中心に考えると，いわ

ゆる農耕の行為を中心とした能動的な園芸療法では，一次予防の時期やの末期の時期での

適用は容易ではない．そこで，認知症の人も受容できる受動的なハンドケアトリートメン

トなどの幅広い植物の効用も取入れ，介護者としての家族など関わる全ての国民に有効な，

認知症の能動的＋受動的園芸療法の実用的な支援技術を確立することが求められている．

そこで，認知症の能動的＋受動的園芸療法の実用的な支援技術を確立することをプロジェ

クトの中心に置いた認知症予防システム構築の提案により研究助成金事業に採択された． 

 

２．研究補助金事業の紹介 

１．私立大学研究ブランディン事業 

サクセスフル・エイジング プロジェクト in さが （SAPS） 

認知症・介護予防（以下，認知症予防）は，第 1 次予防（病気の発症予防），第２次予

防（病気の早期発見・早期治療），第３次予防（病気の進行防止）の 3 段階に分けられる．

厚生労働省が推進している認知症予防戦略には，ポピュレーション・アプローチとハイリ

スク・アプローチがある．本研究では，認知症予防戦略におけるポピュレーション・アプ

ローチとハイリスク・アプローチバランスのとれた実践を念頭に置き，在宅で生活してい

る MCI（認知症予備軍）および軽度認知症者とその家族介護者を対象とし，いかに地域住

民の心を動かし検査や活動の参加につなげていくかに関する研究を実施している．（図１）． 

 

２．九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム（PF）事業 

ＰＦ地域の健康寿命延伸に資する予防教室運用プログラムの開発 

少子高齢社会を迎えた我が国おいて，高齢者を支える仕組みを早期に確立することは喫

緊の課題である．特に，国民の健康寿命を延伸し，医療介護等にかかる社会保障費を削減

することは喫緊の課題となっている．健康・医療・福祉専門員会では，ＰＦ地域で各校が

実施している健康・医療・福祉に関するプログラムを集約し，「地域社会で実施される健康

増進・疾病予防教室等に提供する健康寿命延伸プログラムの開発」を目指す．各校がそれ

ぞれに実施しているプログラムに一定の方向性を持たせ，ＰＦ地域で当該事業を実施する

ステークホルダーが使いやすい，効果の上がるプログラム開発を行う．①生活習慣病であ

る糖尿病や認知症の予防として各校が実施しているプログラムへの参加および情報集約を

行うとともに，当該プログラムを健康寿命延伸プログラムの一部として明確に位置付ける．

構成校でそのための検討会を実施する．②ＰＦを組んだからこそ可能となったプログラム

を実施する．本分野の認知症予防および健康長寿に向けた能動的・受動的園芸療法の基本

的な考え方を図２に示す． 



 

図１．サクセスフル・エイジング プロジェクト in さが （SAPS） 

 

図 2．認知症予防・健康長寿延伸の中核としての能動的・受動的園芸療法 

 

３．能動的・受動的園芸療法の認知症予防におけるニーズ 

園芸療法の学際性豊かな利点や効用への期待が広範囲に及ぶため，漠然とした概念とし

た捉えられる傾向が否めない．一方で，時代のニーズに合ったターゲットを選択し能動的

＋受動的園芸療法技法の取り組むことで，個人的な受託研究の獲得に加えて，個人的およ

び組織的公的研究費の獲得にもつながった．ハンドケアトリートメントや脳の若返りアロ

マなど受動的にみえる活動は，ニーズや本音を引き出す真のコミュニケーションの構築に

つながりやすく，病状のステージを問わない利点もある．時代のニーズに即して取り組み

に複合的な効用を加味したことにより，地域社会への貢献および公的研究費の獲得につな

がり，園芸療法技法全体の認知の向上につながるものと期待された． 
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